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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第３四半期
累計期間

第13期
第３四半期
累計期間

第12期
第３四半期
会計期間

第13期
第３四半期
会計期間

第12期

会計期間

自  平成20年
    ８月１日
至  平成21年
    ４月30日

自  平成21年
    ８月１日
至  平成22年
    ４月30日

自  平成21年
    ２月１日
至  平成21年
    ４月30日

自  平成22年
    ２月１日
至  平成22年
    ４月30日

自  平成20年
    ８月１日
至  平成21年
    ７月31日

売上高 (千円) 562,034 681,837 173,624 247,242 734,098

経常利益（△損失） (千円) △139,904 2,735 △33,613 17,415△199,675

四半期(当期)純利益
（△損失）

(千円) △217,520 581 △101,533 16,951△207,576

持分法を適用した場合
の投資利益（△損失）

(千円) 4,356 11,022 4,402 △1,152 3,160

資本金 (千円) ― ― 1,563,2991,563,2991,563,299

発行済株式総数 (株) ― ― 58,750 58,750 58,750

純資産額 (千円) ― ― 2,338,2312,299,7942,291,876

総資産額 (千円) ― ― 2,497,0282,442,4712,650,328

１株当たり純資産額 (円) ― ― 39,799.6839,145.4439,010.66

１株当たり四半期
(当期)純利益金額
（△損失）

(円) △3,702.47 9.90 △1,728.22 288.53△3,533.22

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― 9.89 ― 288.37 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 93.6 94.2 86.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △126,518△34,062 ― ― △129,344

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △581,563△296,797 ― ― △398,777

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △19,139 △29,690 ― ― △25,291

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 503,103 317,710 677,687

従業員数 (人) ― ― 32 34 33

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について、第12期第３四半期累計(会計)期間、及び、第12

期事業年度については潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業内容について、重要な変更はあり

ません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年４月30日現在

従業員数(人) 34　（5）

(注)　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数

(パートタイマー等。)は、当第３四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】
１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

機能性素材部門 119,247 △0.8

機能性製品部門 6,326 124.4

バイオメディカル部門 2,079 74.7

ＬＳＩ部門 ― ―

合計 127,653 2.8

(注) １．金額は生産価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は機能性素材の製造・販売が主要な事業であり、製造にあたっては外部委託での生産を行っております。

製造の際に、外部委託工場へ当社で仕入れた原材料を支給する場合がありますが、当社製品の性格上、それら

は生産実績に含めて記載しております。なお、金額は、外部委託による委託加工価格及び仕入価格によってお

ります。

　

(2) 仕入実績

当第３四半期会計期間における仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

機能性素材部門 5,204 △24.3

機能性製品部門 1,564 9,774.7

バイオメディカル部門 ― ―

ＬＳＩ部門 ― ―

合計 6,768 △1.8

(注) １．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注金額

ＬＳＩ部門等において、一部受託業務を行っておりますが、ほとんどの場合生産に要する期間が短いことや、受注

残高も僅少であることから、記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ファーマフーズ(E02484)

四半期報告書

 4/30



(4) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

機能性素材部門 225,630 37.0

機能性製品部門 9,493 122.4

バイオメディカル部門 2,495 2.7

ＬＳＩ部門 9,624 324.9

合計 247,242 42.4

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期会計期間における主要な輸出先及び輸出販売高並びに割合は、次のとおりであります。

なお、(　)内は販売実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先

前第３四半期会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

韓国 15,916 50.7 62,897 71.1

アメリカ 3,789 12.1 10,526 11.9

中国 4,211 13.4 6,208 7.0

カナダ 58 0.2 5,047 5.7

台湾 3,925 12.5 2,346 2.7

その他 3,475 11.1 1,414 1.6

合計
31,375
(18.1％)

100.0
88,439
(35.8％)

100.0

３．当第３四半期会計期間における主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

販売先

前第３四半期会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

Pharma Foods Korea Co.,Ltd.15,916 9.2 62,617 25.3

鈴木商店株式会社 55,824 32.2 57,601 23.3

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませんが、当社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に疑

義を生じさせるような事象又は状況その他当社の経営に重要な影響を及ぼす事象としまして継続企業の前提に関する

リスクがあります。

　

　（継続企業の前提に関するリスク）

当社は、前事業年度まで連続して継続的に営業損失を計上するとともに、当第３四半期累計期間においても利益率等

について一部改善しておりますが、未だ営業損益について前事業年度から当第３四半期累計期間と引き続いて損失を計

上し、また、営業キャッシュ・フローについてもマイナスを計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要

な疑義が生じております。

しかし、国内・海外での新たな営業展開を進めており、また、資金面においても「第２ 事業の状況　４ 財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　１．当社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する分析・検討内容　(3) キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり、安定した事業運営を進めるために十分

な運転資金を有しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

１．当社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱による株式市場の低迷や雇用情勢の悪

化の影響による個人消費の低迷が続くなど、長期的なデフレ傾向の様相を呈しており、企業を取り巻く環境は依然

厳しい状況にあります。

当社をとりまくバイオ分野及び機能性食品の分野におきましても、消費者の節約志向・低価格志向は依然とし

て変わらず、引き続き厳しい経営環境となりました。

このような厳しい経営環境下において、当社は、「医薬と食の融合」というコンセプトに基づき、事業部門を、機

能性素材部門、機能性製品部門、バイオメディカル部門、及びＬＳＩ(Life Science Information)部門と定め、開発

面では、医薬品事業等への展開を見据えた次世代製品の研究開発を実施してまいりました。また、営業面では、海外

において、現在の主力製品である機能性食品素材を事業展開するための活動を、国内においては、消費者向け最終

製品の販売の本格稼動に向け、OEM事業を立ち上げるための活動を実施してまいりました。

機能性素材部門におきまして、葉酸たまご事業関連では、テーブルエッグとして葉酸たまごを販売しているほ

か、飼料用サプリメントとして家禽用混合飼料(製品名：ファーマバイオミックス
TM
)を販売しております。国内で

は、ＪＡ全農たまご株式会社から「しんたまご」及び「赤いしんたまご」が引続き販売されており、それに伴う

ファーマバイオミックス
TM
の売上も堅調に推移いたしました。また、海外においては、韓国・プルムワン社のテーブ

ルエッグの販売が引続き好調であったことから、それに採用されているファーマバイオミックス
TM
の売上も順調に

推移いたしました。

創業当初からの当社基本技術を用いた鶏卵抗体(製品名：オボプロン
TM
)につきましては、同製品が採用されてい

るグリコ乳業株式会社の「ドクターPiroヨーグルト」や韓国・Maeil社の「gut」(ヨーグルト)が引続き販売され

ており、堅調に推移いたしました。
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ギャバ(製品名：ファーマギャバ
TM
)につきましては、国内では、同製品が採用されております江崎グリコ株式会

社の「メンタルバランスチョコレートGABA」等が引続き販売されており、堅調に推移いたしました。また、海外で

は、引続き台湾市場において飲料用途での販売が好調であったことや、北米向けのサプリメント用途、特にナチュ

ラルファクターズ社での販売が好調であったこと等により、順調に推移いたしました。

ボーンペップ(製品名：BONEPEP
TM
)につきましては、中国・亜華乳業社による「南山－金装中老年骨維粉ミル

ク」及び「南山－金培健栄養粉ミルク」の発売に続き、韓国最大の乳飲料メーカーであります韓国ヤクルト社か

ら同製品が採用されました「新鮮な一日の牛乳」が発売されております。また、国内においても、ロート製薬株式

会社の「セノビック」が引き続き販売されており、国内外ともに順調な販売実績となりました。

これらの結果、機能性素材部門全体では、売上高225百万円(前年同四半期164百万円、前年同四半期比37.0％増)

となりました。

機能性製品部門におきましては、機能性素材を用いて応用研究した消費者向けの最終製品として、サプリメント

等を販売しております。また、今期の事業方針の一つである最終消費者をターゲットとしたOEM事業において「ス

コアエイドプレミアム（顆粒タイプ）」が発売され、販売実績をあげました。これらの結果、売上高９百万円(前年

同四半期４百万円、前年同四半期比122.4％増)となりました。

バイオメディカル部門におきましては、鶏卵抗体の技術に着目し、検査薬・医療食・メディカルデバイス製品等

といった次世代製品の開発をすすめております。当第３四半期会計期間においては、医薬品事業等への足がかりと

して受託業務等を行い、売上高２百万円(前年同四半期２百万円、前年同四半期比2.7％増)となりました。

ＬＳＩ(Life Science Information)部門におきましては、医薬品メーカー・食品メーカー等から各種素材・製

品等に関して分析・効能評価試験等を行っております。当第３四半期会計期間においては、ＬＳＩ事業に引続き注

力したことから、売上高は９百万円(前年同四半期２百万円、前年同四半期比324.9％増)となりました。

以上により、売上高は247百万円(前年同四半期173百万円、前年同四半期比42.4％増)と大幅に伸長いたしまし

た。また、売上総利益についても、利益率の改善を目標とした施策の効果により113百万円(前年同四半期57百万円、

前年同四半期比98.4％増)となりました。販売費及び一般管理費については、128百万円(前年同四半期124百万円、

前年同四半期比3.1％増)となり、営業損失15百万円(前年同四半期67百万円)となりました。さらに、歯周病バイオ

フィルム抗体の研究開発にかかる補助金収入等の営業外損益を計上しました結果、経常利益は17百万円(前年同四

半期は経常損失33百万円)、四半期純利益は16百万円(前年同四半期は四半期純損失101百万円)となりました。
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(2) 財政状態の分析

資産につきましては、有価証券の減少等により、当第３四半期は前事業年度末に比べ207百万円減少し2,442百万

円となりました。

負債につきましては、未払金の減少等により、当第３四半期は前事業年度末に比べ215百万円減少し142百万円と

なりました。

純資産につきましては、その他有価証券評価差額金の増加等から、当第３四半期は前事業年度末に比べ７百万円

増加し2,299百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、第２四半期会計期間末に比べ

202百万円減少し317百万円となりました。ただし、資金に含まれていない有価証券として期間１年未満の確定利回

り債券583百万円を有しております。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金は、売上債権の増加等があったものの、税引前四半期純利益の計上や減価償却費等により、

０百万円の増加（前年同四半期は20百万円の減少）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金は、有価証券の取得等により、189百万円の減少（前年同四半期は78百万円の減少）となり

ました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金は、長期借入金の返済等により、13百万円の減少（前年同四半期は12百万円の減少）となり

ました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期会計期間における研究開発費の総額は、38百万円であります。

なお、当第３四半期会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象を解消し、改善するための対応

策

当社は、前事業年度まで連続して継続的に営業損失を計上するとともに、当第３四半期累計期間においても利益率

等について一部改善しておりますが、未だ営業損益について前事業年度から当第３四半期累計期間と引き続いて損失

を計上し、また、営業キャッシュ・フローについてもマイナスを計上しております。このため、売上の拡大、利益率の向

上による収益体制の確立とそれに伴う営業キャッシュ・フローの健全化を最優先の経営課題としております。

当社では、この経営課題に対応するための取り組みとして、営業面については、海外営業で食品としてのレギュ

レーションを取得しているアメリカ及び中国での事業の早期収益化を目指しております。また、国内営業では、消費者

向け最終製品の本格展開を目指したOEM事業の立ち上げを進めております。開発面については、生産技術開発を推し進

め、生産コストを削減することで利益率の改善と価格競争力の向上による営業拡大を図ってまいります。

当社は、これらの取り組みを実施し、今後も継続すると思われる厳しい経営環境に耐えうる事業基盤の再構築と事

業の拡大によって、当該重要事象の解消、改善を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、第２四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 172,000

計 172,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 58,750 58,750
東京証券取引所
(マザーズ)

当社は単元株制度は採用して
おりません。

計 58,750 58,750 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成22年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成14年７月30日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
(平成22年４月30日)

新株予約権の数(個) 30(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 300

新株予約権の行使時の払込金額(円) 200,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年８月１日
至　平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　20,000
資本組入額　　20,000

新株予約権の行使の条件

　会社またはそのグループ会社の取締役または使用人

たる地位にあること(ただし、本新株予約権者が任期満

了または定年を理由に退任または退職した場合で、会

社の取締役会が特に認めて本新株予約権者に書面で通

知した時は、引き続き本新株予約権を退任または退職

後２年間行使することができるものとする。)

　その他の条件については、新株予約権割当契約に定め

るところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要

するものとする。ただし、会社と本新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約において本新株予約権

を譲渡、質入れその他の処分をしてはならないことを

定めることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は150個です。以降、新株予約権の権利行使及び退職等の理

由により付与された新株予約権の権利消滅により減少しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、対象株式数は次の算式をもって調整し、調整により生じる１

株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数 × 分割・併合の比率

３．行使価額を下回る価額をもって会社の普通株式を発行または処分する場合または行使価額を下回る価額を

もって会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の発行が行われる場合は、行使価額を次に定める算式

をもって調整し、１円未満の端数は四捨五入する。

　
調整後
行使価額

 
＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行・
処分株式数

×
１株当たり
発行・処分価額

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数
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②平成15年７月25日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
(平成22年４月30日)

新株予約権の数(個) 12(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120

新株予約権の行使時の払込金額(円) 200,000

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月25日
至　平成25年７月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　20,000
資本組入額　　20,000

新株予約権の行使の条件

　会社またはそのグループ会社の取締役または使用人

たる地位または社外協力者にあること(ただし、本新株

予約権者が任期満了または定年を理由に退任または退

職した場合で、会社の取締役会が特に認めて本新株予

約権者に書面で通知した時は、引き続き本新株予約権

を退任または退職後２年間行使することができるもの

とする。)

　その他の条件については、新株予約権割当契約に定め

るところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要

するものとする。ただし、会社と本新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約において本新株予約権

を譲渡、質入れその他の処分をしてはならないことを

定めることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は130個です。以降、新株予約権の権利行使及び退職等の理

由により付与された新株予約権の権利消滅により減少しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、対象株式数は次の算式をもって調整し、調整により生じる１

株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数 × 分割・併合の比率

３．行使価額を下回る価額をもって会社の普通株式を発行または処分する場合または行使価額を下回る価額を

もって会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の発行が行われる場合は、行使価額を次に定める算式

をもって調整し、１円未満の端数は四捨五入する。

　
調整後
行使価額

 
＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行・
処分株式数

×
１株当たり
発行・処分価額

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数
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③平成17年６月７日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
(平成22年４月30日)

新株予約権の数(個) 155(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 155

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月16日
至　平成27年６月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 100,000
資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件

　発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを

行使することを要する。

　当社、当社子会社または当社の関係会社の役員、従業

員またはコンサルタントであることを要す。

　その他の条件については、新株予約権割当契約に定め

るところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権の譲渡においては、取締役会の承認を要

するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は475個です。以降、退職等の理由により付与された新株予

約権の権利消滅により減少しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調

整の結果生じる１株未満の株式は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３．行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

　
調整後
行使価額

 
＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数
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④平成17年６月７日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
(平成22年４月30日)

新株予約権の数(個) 120(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日
至　平成27年６月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 100,000
資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件

　発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを

行使することを要する。

　当社、当社子会社または当社の関係会社の役員、従業

員またはコンサルタントであることを要す。

　その他の条件については、新株予約権割当契約に定め

るところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権の譲渡においては、取締役会の承認を要

するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は380個です。以降、退職等の理由により付与された新株予

約権の権利消滅により減少しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調

整の結果生じる１株未満の株式は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３．行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

　
調整後
行使価額

 
＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年２月１日～
平成22年４月30日

― 58,750 ― 1,563,299 ― 1,415,003

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写し（下記（注）の担保契約分を除く）の送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主

の異動は把握しておりません。

(注)　株式会社ワイエムシィから平成22年４月19日付の大量保有の変更報告書の写しの送付があり、同社は株式会社京都銀行

と担保契約を締結し、平成22年４月15日付で、3,844株を担保に差入れた旨の報告を受けております。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成22年１月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
　

普通株式 58,750
　

58,750 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 58,750 ― ―

総株主の議決権 ― 58,750 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
８月 ９月 10月 11月 12月

平成22年
１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 27,00025,00020,50027,86039,50031,00032,00035,30038,800

最低(円) 21,80020,00016,60017,86023,10024,50023,20027,02029,800

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 総務部部長 皿谷　和久 平成22年２月26日

取締役 経営企画部部長 中島　央雄 平成22年３月31日

　

(2) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役 社長兼総務部担当 代表取締役 社長 金　武祚 平成22年２月26日

代表取締役 社長兼経営企画部担当 代表取締役 社長兼総務部担当 金　武祚 平成22年３月31日
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第５ 【経理の状況】
１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年２月１日から平成21年４月30日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年８

月１日から平成21年４月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間(平成22年２月

１日から平成22年４月30日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年８月１日から平成22年４月30日まで)は、改正後

の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年２月１日から平成21年

４月30日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年８月１日から平成21年４月30日まで)に係る四半期財務諸表並びに

当第３四半期会計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年８月１日か

ら平成22年４月30日まで)に係る四半期財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年４月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 317,710 577,687

受取手形及び売掛金 197,484 125,525

有価証券 583,999 598,073

商品及び製品 68,906 93,233

仕掛品 4,927 5,005

原材料及び貯蔵品 14,884 12,870

その他 67,246 48,554

貸倒引当金 △1,968 △1,271

流動資産合計 1,253,190 1,459,678

固定資産

有形固定資産

建物 416,870 416,870

構築物 26,471 26,471

車両運搬具 10,160 10,160

工具、器具及び備品 180,270 180,270

土地 387,863 387,863

リース資産 12,905 12,905

減価償却累計額 △241,439 △211,237

有形固定資産合計 793,101 823,304

無形固定資産

特許権 190 220

商標権 658 571

その他 397 423

無形固定資産合計 1,247 1,216

投資その他の資産

投資有価証券 311,280 301,500

関係会社株式 4,900 4,900

破産更生債権等 2,364 2,364

長期前払費用 280 437

その他 79,666 60,331

貸倒引当金 △3,559 △3,404

投資その他の資産合計 394,931 366,129

固定資産合計 1,189,281 1,190,649

資産合計 2,442,471 2,650,328
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年４月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 35,406 39,021

リース債務 248 6,020

1年内返済予定の長期借入金 31,560 31,560

その他 75,372 257,841

流動負債合計 142,587 334,443

固定負債

長期借入金 90 23,760

リース債務 － 248

固定負債合計 90 24,008

負債合計 142,677 358,452

純資産の部

株主資本

資本金 1,563,299 1,563,299

資本剰余金 1,415,003 1,415,003

利益剰余金 △629,499 △630,080

株主資本合計 2,348,803 2,348,222

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △49,009 △56,346

評価・換算差額等合計 △49,009 △56,346

純資産合計 2,299,794 2,291,876

負債純資産合計 2,442,471 2,650,328
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年８月１日
　至 平成22年４月30日)

売上高 562,034 681,837

売上原価 368,220 362,693

売上総利益 193,813 319,144

販売費及び一般管理費

役員報酬 24,789 29,086

給料手当及び賞与 73,928 91,213

法定福利費 10,838 12,538

旅費及び交通費 15,317 15,564

支払手数料 39,886 44,545

減価償却費 12,488 9,395

研究開発費 131,003 116,084

貸倒引当金繰入額 4,278 545

その他 66,882 60,916

販売費及び一般管理費合計 379,412 379,891

営業損失（△） △185,599 △60,746

営業外収益

受取利息 9,729 11,867

補助金収入 31,071 33,726

その他 11,326 18,744

営業外収益合計 52,127 64,337

営業外費用

支払利息 － 548

為替差損 5,240 －

貸倒引当金繰入額 － 307

その他 1,192 －

営業外費用合計 6,432 855

経常利益又は経常損失（△） △139,904 2,735

特別利益

新株予約権戻入益 4 －

受取保険金 － 465

特別利益合計 4 465

特別損失

固定資産除却損 4,235 －

投資有価証券評価損 70,754 －

特別損失合計 74,990 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △214,890 3,201

法人税、住民税及び事業税 2,629 2,619

法人税等合計 2,629 2,619

四半期純利益又は四半期純損失（△） △217,520 581
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年２月１日
　至 平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年４月30日)

売上高 173,624 247,242

売上原価 116,503 133,909

売上総利益 57,120 113,333

販売費及び一般管理費

役員報酬 7,632 10,875

給料手当及び賞与 24,705 28,385

法定福利費 3,908 4,741

旅費及び交通費 5,528 5,406

支払手数料 13,226 14,890

減価償却費 4,160 3,131

研究開発費 43,714 38,719

貸倒引当金繰入額 － 94

その他 21,777 22,270

販売費及び一般管理費合計 124,654 128,516

営業損失（△） △67,534 △15,182

営業外収益

受取利息 3,898 4,454

為替差益 5,917 5,082

補助金収入 17,682 15,811

その他 6,950 7,396

営業外収益合計 34,449 32,744

営業外費用

支払利息 272 146

雑損失 255 －

営業外費用合計 527 146

経常利益又は経常損失（△） △33,613 17,415

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,740 73

特別利益合計 3,740 73

特別損失

固定資産除却損 215 －

投資有価証券評価損 70,754 －

特別損失合計 70,969 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △100,842 17,489

法人税、住民税及び事業税 690 538

法人税等合計 690 538

四半期純利益又は四半期純損失（△） △101,533 16,951
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年８月１日
　至 平成22年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△214,890 3,201

減価償却費 35,783 30,472

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,278 852

受取利息及び受取配当金 △2,683 △2,269

有価証券利息 △8,311 △10,307

補助金収入 △31,071 △33,726

支払利息 933 548

投資有価証券評価損益（△は益） 70,754 －

固定資産除却損 4,235 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,458 △71,958

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,897 22,390

仕入債務の増減額（△は減少） △12,777 △3,615

その他の資産の増減額（△は増加） △875 △22,050

その他の負債の増減額（△は減少） 5,569 25,825

その他 551 5,485

小計 △156,943 △55,152

利息及び配当金の受取額 6,328 7,862

補助金の受取額 28,699 16,873

利息の支払額 △868 △483

法人税等の支払額 △3,733 △3,162

営業活動によるキャッシュ・フロー △126,518 △34,062

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 5,028 －

有形固定資産の取得による支出 △10,816 －

無形固定資産の取得による支出 △367 △144

貸付けによる支出 － △23,000

貸付金の回収による収入 － 6,465

投資有価証券の取得による支出 △55,000 △90,114

有価証券の取得による支出 △491,682 △490,014

有価証券の売却による収入 － 300,000

その他 △28,725 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △581,563 △296,797

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △23,670 △23,670

ファイナンス・リース債務の増加による収入 10,570 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △6,040 △6,020

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,139 △29,690

現金及び現金同等物に係る換算差額 △921 573

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △728,143 △359,976

現金及び現金同等物の期首残高 1,231,246 677,687

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 503,103

※
 317,710

EDINET提出書類

株式会社ファーマフーズ(E02484)

四半期報告書

22/30



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

(四半期損益計算書関係)

 　前第３四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めておりました「支払利息」は、営業外費用総額の

100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期累計期間の営業外

費用の「その他」に含まれている「支払利息」は933千円であります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書)

 　前第３四半期累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「貸

付けによる支出」、「貸付金の回収による収入」は、重要性が増したため、区分掲記しております。なお、前第３四半

期累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれている「貸付けによる支出」、「貸付

金の回収による収入」は、それぞれ28,500千円、13,990千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないも

のと認められるため、前事業年度において算定した貸倒実績率を使用

して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

４．法人税等の算定方法 　法人税等の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっております。

５．固定資産の減損兆候の決定方法 　減損の兆候を判定するに当たり、使用範囲又は方法について、当該資

産又は資産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化を生じさ

せるような意思決定や、経営環境の著しい悪化に該当する事案が発生

したかどうかについて留意し、決定する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期末残高と四半期

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年４月30日現在)

　 (千円)

現金及び預金勘定 103,103

有価証券 　

（実績配当型合同運用金銭信託） 200,000

（譲渡性預金） 200,000

現金及び現金同等物 503,103
　 　

※　現金及び現金同等物の当第３四半期末残高と四半期

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年４月30日現在)

　 (千円)

現金及び預金勘定 317,710

　 　

　 　

　 　

現金及び現金同等物 317,710
　 　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年４月30日)及び当第３四半期累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年４月

30日)

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 58,750株

　

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年４月30日)

その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価(千円)
四半期貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

(1) 株式 200,684 154,212 △46,472

(2) 債券 　 　 　

　　その他 586,442 583,999 △2,443

合計 787,127 738,211 △48,916

　

(持分法損益等)

　
前第３四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 4,356 11,022

　

　
前第３四半期会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

関連会社に対する投資の金額（千円） 4,900 4,900

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 8,462 18,409

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 4,402 △1,152

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)

１．ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名

該当事項はありません

　

２．当第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成22年４月30日)

前事業年度末
(平成21年７月31日)

　

１株当たり純資産額 39,145.44円
　

　

１株当たり純資産額 39,010.66円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

前第３四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

　

１株当たり四半期純損失金額(△) △3,702.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

―円
　

　

１株当たり四半期純利益金額 9.90円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

9.89円
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △217,520 581

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△217,520 581

　期中平均株式数(株) 58,750 58,750

　 　 　

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) ― 80

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―
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前第３四半期会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

　

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,728.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

―円
　

　

１株当たり四半期純利益金額 288.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

288.37円
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △101,533 16,951

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△101,533 16,951

　期中平均株式数(株) 58,750 58,750

　 　 　

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) ― 33

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年４月30日)及び当第３四半期会計期間(自　平成22年２

月１日　至　平成22年４月30日)

当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載して

おりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年６月１２日

株 式 会 社 フ ァ ー マ フ ー ズ

取　締　役　会　御　中

　

京　都　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　秋　山　直　樹　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員　　

　 公認会計士　矢　野　博　之　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ファーマフーズの平成２０年８月１日から平成２１年７月３１日までの第１２期事業年度の第３四半期会計期間

（平成２１年２月１日から平成２１年４月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２０年８月１日から平成２

１年４月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファーマフーズの平成２１年４月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更に

記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成１８年７月５日公表分）を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

四半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２２年６月１１日

株 式 会 社 フ ァ ー マ フ ー ズ

取　締　役　会　御　中

　

京　都　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　矢　野　博　之　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員　　

　 公認会計士　高　田　佳　和　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ファーマフーズの平成２１年８月１日から平成２２年７月３１日までの第１３期事業年度の第３四半期会計期間

（平成２２年２月１日から平成２２年４月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２１年８月１日から平成２

２年４月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファーマフーズの平成２２年４月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

四半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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